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消防庁国民保護計画 

 

第１章 総 論 

 

第１節 計画の目的、構成等 

１ 計画の目的 

○この計画は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成１６年法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）第３３条第１項及び第

１８２条第２項の規定に基づき、消防庁の所掌事務に関し次に掲げる事項を定

め、もって武力攻撃事態等における国民の保護のための措置（以下「国民保護措

置」という。）及び緊急対処事態における緊急対処保護措置の的確かつ迅速な実

施に資することを目的とする。 

・国民保護措置を実施するための体制に関する事項 

・消防庁が実施する国民保護措置の内容及び実施方法に関する事項 

・国民保護措置の実施に関する関係機関との連携に関する事項 

・上記に掲げるもののほか、国民保護措置の実施に関し必要な事項及び緊急対処

保護措置の実施に関し必要な事項 

 

２ 国民保護計画の構成 

○消防庁国民の保護に関する計画（以下「消防庁国民保護計画」という。）は、以

下の各章により構成する。 

・第１章 総論 

・第２章 平素からの備えや予防 

・第３章 武力攻撃事態等への対処 

・第４章 復旧等 

・第５章 緊急対処事態における消防庁の対処 

 

第２節 国民保護措置に関する基本方針 

○消防庁は、武力攻撃事態等において、国民保護法その他の法令、国民の保護に関す

る基本指針（平成１７年３月２５日閣議決定。以下「基本指針」という。）及び消

防庁国民保護計画に基づき、国民の協力を得つつ、相互に連携協力し、その所掌事

務に関する国民保護措置の的確かつ迅速な実施に万全を期するものとする。この場

合において、次の点に留意するものとする。 

１  基本的人権の尊重 

○消防庁は、国民保護措置の実施に当たっては、日本国憲法の保障する国民の自由

と権利を尊重することとし、国民の自由と権利に制限が加えられるときであって

も、その制限は必要最小限のものに限り、公正かつ適正な手続きの下に行う。 

 

２  国民の権利利益の迅速な救済 

○消防庁は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て
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又は訴訟その他の国民の権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に処理す

る。 

 

３  国民に対する情報提供 

○消防庁は、消防庁の所掌に係る国民保護措置の実施状況等について、記者発表や

インターネット等により、正確な情報を適時かつ適切に提供する。 

○消防庁は、情報通信技術の発展の進捗状況を踏まえ、より迅速かつ正確に情報の

提供を行うよう各種の施策を講じる。 

 

４  関係機関相互の連携協力の確保 

○消防庁は、他の指定行政機関、地方公共団体等と平素から相互の連携体制等の整

備を図る。 

○消防庁は、緊急消防援助隊による人命救助活動等の支援体制の整備を図る。 

 

５  国民の協力 

○消防庁は、国民からの自発的な協力が得られるよう、消防団への入団促進、自主

防災組織の核となるリーダーに対する啓発を強化し、その組織率の向上等に努

め、その充実を図るとともに、国民保護措置についての訓練の実施を促進する。 

○消防庁は、消防団及び自主防災組織が行う消火、救助、救援等のための施設及び

設備の充実を図る。 

 

６  高齢者、障害者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

○消防庁は、国民保護措置の実施に当たっては、高齢者、障害者その他特に配慮を

要する者の保護について留意する。 

○消防庁は、国民保護措置の実施に当たっては、国際的な武力紛争において適用さ

れる国際人道法の的確な実施を確保する。 

 

７  国民保護措置に従事する者等の安全の確保 

○消防庁は、消防職団員等の国民保護措置に従事する者の安全の確保に配慮する。 

 

第３節 計画の見直し 

○消防庁は、国民保護措置に係る研究成果や新たなシステムの構築、国民保護措置に

ついての訓練の検証結果等を踏まえ、消防庁国民保護計画の必要な見直しを行う。 

○消防庁は、基本指針の変更があったときは、消防庁国民保護計画についても所要の

見直しを行う。その際は、地方公共団体や消防機関の意見を聴くなど広く関係者の

意見を求める。 

 

第２章 平素からの備えや予防 

 

第１節 組織・体制の整備 

１ 消防庁国民保護推進本部の設置 
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○消防庁は、国民保護法に基づき消防庁の所掌する事務を的確かつ迅速に実施する

ための常設の連絡調整組織として、消防庁国民保護推進本部（以下「推進本部」

という。）を設置する。 

○推進本部は、主に次に掲げる事務を行う。 

・地方公共団体及び消防機関における国民保護の総合的な推進方策の検討及び実 
施 

・消防庁国民保護計画の検討及び見直し並びに消防庁における国民保護の総合的

な推進方策の検討及び実施 

・国民保護の総合的な広報政策についての検討及び実施 

○推進本部は、本部長を消防庁長官（以下「長官」という。）とし、消防庁国民保

護推進本部設置要綱によりその他の構成員について定める。 

 

２ 消防庁における国民保護措置の推進体制 

○国民保護法に基づく住民の避難、安否情報、武力攻撃災害が発生した場合等の消

防に関する指示等に関すること並びに同法に基づく地方公共団体の事務に関す

る国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の連絡調整に関することに係る事

務については、国民保護室及び国民保護運用室（以下「国民保護室等」という。）

が中心となり、各課室と連携して実施するものとする。 

 

３ 消防庁における連絡体制、参集体制の整備                    

○消防庁職員は、平素から、参集時の連絡手段を確保するとともに、速やかに参集

できるよう、消防庁への複数の交通手段を確認する。 

○消防庁における職員の参集基準、参集すべき事態の判断基準及び参集する職員に

ついては、別に定める。 

 

４ 地方公共団体における体制の整備 

○消防庁は、地方公共団体に対して、職員等の危機管理意識の向上、２４時間即応

体制の整備、消防本部の連携強化、消防団や自主防災組織の拡充、災害時要援護

者への対応の充実等の国民保護に係る体制の整備について助言及び支援を行う。 

 

第２節 関係機関との連携体制の整備 

１ 関係省庁との連携体制 

○消防庁は、平素から内閣官房、警察庁、外務省、内閣府、国土交通省、海上保安

庁、防衛省等の関係省庁との定期的な意見交換等により連携の確保・強化を図る。 

 

２ 地方公共団体との連携体制 

○消防庁は、地方公共団体の組織体制の整備について助言するとともに、定期的な

情報・意見交換の実施等により、国と地方公共団体及び地方公共団体間の連携強

化を図る。 
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○消防庁は、都道府県間及び市町村間の相互応援協定の締結を促進するほか、都道

府県下の消防の広域応援の基本的な計画の策定及び緊急消防援助隊等による広

域応援体制の整備を推進する。また、消防の応援等を効果的に実施するため、平

素から各消防本部における消防力の把握を行う。 

 ○消防庁は、自衛隊施設、米軍施設等の周辺地域における避難施設、避難経路及び

運送手段の確保に当たって、平素から内閣官房・外務省・防衛省などの関係省庁

及び地方公共団体と密接な連携を図るものとする。 

 

３ 関係機関との通信の確保 

○消防庁は、地方公共団体及び関係省庁との間の通信を確保し、又は被災地、避難

先地域等における情報収集等を行うため、災害時における安全性の強化及びバッ

クアップ機能の確保等に配意しつつ十分な通信設備の整備充実を図るとともに非

常通信協議会との連携にも十分配慮する。 

 

第３節 避難に関する平素からの備え 

１ 情報の連絡体制の整備 

(1) 消防庁における警報等の通知体制の整備 

○消防庁は、武力攻撃事態等において、都道府県等に対する警報、避難措置の指

示等の通知を休日、夜間を含め、常時、迅速かつ的確に実施できるような体制

を整備する。 

(2) 地方公共団体における警報等の連絡体制の整備 

○消防庁は、武力攻撃事態等において、消防庁、都道府県及び市町村との間で、

警報、避難措置の指示等の通知が、休日、夜間を含め、常時、迅速かつ的確に

実施できるよう、都道府県及び市町村に対して必要な体制の整備を助言する。 

 

２ 通知体制の充実等 

(1) 通知体制の充実等 

○消防庁は、全国瞬時警報システム（弾道ミサイル攻撃など、対応に時間的余裕

がない場合に、同報系の市町村防災行政無線等を直接起動させ、住民へ警報の

発令を瞬時に伝達するシステム。以下「Ｊ－ＡＬＥＲＴ」という。）等の様々

な通信手段も活用しつつ、警報や避難措置の指示等が迅速に住民に伝達される

よう、地方公共団体との連絡体制の充実を図る。 
○消防庁は、地方公共団体に対し、情報伝達に関する訓練の機会を活用しつつ、

情報伝達手段の点検の促進について助言等を行う。 

 

(2) 同報系防災行政無線等の多様な情報伝達手段の整備 

○消防庁は、上記の取り組み等により、警報の内容を住民に迅速かつ的確に伝達

できるようにするため、市町村の同報系防災行政無線等の多様な情報伝達手段

が早期に整備・充実されるよう、地方公共団体に必要な助言及び支援を行う。 

(3) その他の通信手段の整備 
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○消防庁は、武力攻撃事態等において、国、地方公共団体、地域住民及び防災関

係機関との間における迅速かつ確実な通信手段を確保するため、消防防災無線、

地域衛星通信ネットワーク、デジタル防災行政無線、衛星携帯電話、災害時優

先電話等通信ルートの多重化を図るとともに、ヘリコプターを利用した映像伝

送等マルチメディアに対応した情報の収集・伝達手段の導入を推進する。 

○消防庁は、通信施設等の整備に当たっては、安全性の確保や非常用電源設備と

の接続等バックアップ機能の確保に配意するとともに、各種通信機器等の運用

について十分な習熟を図るものとする。 

 

３ 地域情報の収集 

○消防庁は、都道府県の区域を越える避難等を行う場合に、広域的視点から的確に

調整を行うことができるよう、都道府県国民保護計画の協議等を通じ、各都道府

県の地図、区域内の人口分布、区域内の避難経路として予想される道路や輸送手

段のリスト、避難施設のリスト等の必要な資料の収集及び整理を行う。 

 

第４節 救援に関する平素からの備え 

１ 地方公共団体の救援に対する応援体制の整備 

○消防庁は、地方公共団体の救援の措置に対する傷病者の搬送、緊急物資の運送等

の応援を迅速かつ的確に実施するために必要となる資料を収集整理し、また、救

急隊等の消防機関の部隊の充実を図るとともに、救援のニーズを的確に把握でき

るよう地方公共団体との連絡体制を整備する。 

 

２ 避難施設に係る平素からの備え 

○消防庁は、内閣官房、内閣府と連携し、政府対策本部長が行う避難措置の指示及

び都道府県知事が行う避難の指示が的確かつ迅速に実施できるよう、また、避難

施設を事態に応じて適切に活用できるよう、避難施設について把握しておくべき

標準的な項目を内閣官房が定めるために必要な協力を行うとともに都道府県に示

すものとする。 

 ○消防庁は、都道府県から報告された避難施設に係る情報を内閣官房に報告するな

ど内閣官房が行うデータベースの作成に必要な協力を行う。 

 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 

(1) 安否情報の整理等のための体制整備 

○消防庁は、総務省令で定める様式により都道府県から報告を受けた安否情報

（避難住民等の氏名、出生の年月日、性別、住所等）を整理し、照会に対して

円滑に提供できるような体制を整備する。 

(2) 地方公共団体における安否情報の収集体制整備に対する助言 

○消防庁は、都道府県を通じ、都道府県及び市町村における安否情報の収集、整

理、報告及び提供体制について把握し、必要に応じ体制整備のための助言を行

う。 
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(3) 安否情報の収集及び提供システムの整備 

○消防庁は、消防庁、都道府県、市町村等における安否情報の円滑な収集及び提

供を行うシステム（以下「安否情報システム」という。）を適切に運用すると

ともに、効率的かつ安定的な安否情報の収集及び提供が行われるよう、その充

実に努める。この場合において、個人情報の取扱について十分な配慮をするも

のとする。 

 

第５節 武力攻撃災害への対処に関する備え 

１ 武力攻撃災害への消防機関の対応力の強化 

(1) 高度消防・救急救助体制の整備 

○消防庁は、大規模又は活動の困難性が予測される武力攻撃災害への対処のた

め、高度な技術・資機材を有する特別高度救助隊等を整備し、人命救助体制の

強化等を図る。 

○消防庁は、先端科学技術を活用した高度な技術・資機材の研究開発・実用化等

を進め、消防・救急救助体制の高度化を図る。 

(2) ＮＢＣ災害への対応力の強化 

○消防庁は、放射性物質、生物剤、化学剤を用いた武力攻撃災害（以下「ＮＢＣ

災害」という。）等、通常の資機材等では対応が危険かつ困難である特殊な災

害への対処を行うために、ＮＢＣ災害対応車両、防護服、検知器等の整備や活

動要領等の充実を図る。 

○消防庁は、ＮＢＣ災害において、消防機関が安全かつ適切な消防活動を行うこ

とができるよう、専門的知識を有する関係機関等との連携体制の充実を図る。 

 

２ 緊急消防援助隊等の増強等 

○消防庁は、武力攻撃災害に迅速かつ的確に対処するための重要な広域応援部隊で

ある緊急消防援助隊について、その登録部隊数を増強し、総合的かつ実践的な訓

練を継続的に実施するとともに、その活動力の充実を図るため必要な資機材の整

備を促進する。 

○消防庁は、武力攻撃事態等における緊急消防援助隊等による消防の応援又は支援

（以下「消防の応援等」という。）が円滑に行われるよう、必要な通信手段や連

絡体制の整備に努める。 

 

３ 消防に関する支援 

(1) 消防機関に対する支援 

○消防庁は、武力攻撃事態等において、消防機関が適切に任務を遂行するため、

消防機関の国民保護に関する平素からの取組や武力攻撃事態等における消火・

救急・救助活動、避難住民の誘導等の国民保護措置の活動等について助言する。 

(2) 消防団に対する支援 

○消防庁は、消防団が避難住民の誘導等の重要な役割を担うことから、その充実

及び活性化が図られるよう、地方公共団体と連携し、住民の入団促進、広報活
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動、全国の先進事例の情報提供、施設及び設備の整備の支援等の取組を積極的

に行う。 

○消防庁は、消防大学校において、消防団幹部に対する国民保護措置についての

研修を実施するとともに、国民保護措置に係る訓練への消防団の参加を図る。 

(3) 都道府県による市町村の支援 

○消防庁は、都道府県が行うヘリコプター等による市町村への消防支援が適切に

行われるよう、必要な連携体制や効率的な活動を行うための資機材の整備に関

する支援を行う。 

 

４ 生活関連等施設等の安全確保 

(1) 安全確保の留意点の策定 

○消防庁は、警察庁及び海上保安庁と緊密な連絡をとりつつ、自らが所管する生

活関連等施設である危険物施設の種類ごとに、専門的知見に基づき、資機材の

整備、巡回の実施の在り方、貯蔵又は取り扱う危険物の種類など施設の特性に

応じた安全確保の留意点（以下「安全確保の留意点」という。）を定める。 

(2) 消防庁が管理する生活関連等施設の安全確保 

○消防庁は、安全確保の留意点を踏まえ、自ら管理する生活関連等施設の安全確

保措置の実施のあり方について定める。 

(3) 都道府県知事に対する安全確保の留意点の通知等 

○消防庁は、生活関連等施設の所管省庁に対し、生活関連等施設の種類ごとに、

施設の特性に応じた安全確保の留意点を助言するとともに、都道府県知事に対

し、施設の安全確保の留意点を通知する。 

(4) 特殊災害への対応 

○危険物質等を取り扱う施設における武力攻撃災害、石油コンビナート、原子力

施設等に係る武力攻撃災害等の特殊災害は、一旦発生すると大規模な被害に拡

大するおそれがあり、応急対策に万全を期す必要があることを踏まえ、消防庁

は、関係機関との連携の下、消防庁防災業務計画を準用し、効果的な武力攻撃

災害対策の推進を図る。 

○消防庁は、放射性物質等を用いた武力攻撃により汚染が生じた場合には、その

被害が甚大なものになることから、関係機関と連携し、汚染の拡大の防止のた

めに必要な措置を的確に講じることができるよう、体制の確立を図る。 

 

５ 被災情報の収集体制の整備等 

○消防庁は、被災情報を収集し、かつ、武力攻撃事態等対策本部長（以下「政府対

策本部長」という。）に報告するため平素から被災情報の収集・整理を適切に実

施するための体制を整備するとともに、都道府県及び市町村からの被災情報の報

告方法については、別に定める。 

 

第６節 訓練 

１ 消防庁における訓練の実施 
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○消防庁は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態への対処能力の向上を図るため、内

閣官房等の関係機関と共同して、あるいは独自に国民保護訓練を実施する。 

○消防庁は、訓練の実施に当たっては、武力攻撃事態等及び緊急対処事態の類型を

踏まえ様々な事態を想定し、実践的な訓練を実施するとともに、訓練の評価を行

う担当者を設置するなどして、客観的な評価を行うとともに、参加者から訓練の

教訓や課題などの意見を抽出し、検討結果を体制の見直しに反映させる。 

○消防庁は、武力攻撃事態等において、長官の指示による消防に関する応援が有効

に実施されるよう、平素から様々な状況を想定した訓練を実施する。 

○消防庁は、国民保護措置と防災のための措置との間で相互に応用が可能な項目に

ついては、国民保護訓練と防災訓練を有機的に連携させるよう配慮する。 

 

２ 地方公共団体における訓練の支援 

○消防庁は、地方公共団体における武力攻撃事態等及び緊急対処事態への対処能力

向上を図るため、効果的な国民保護訓練が行われるよう助言をする。この場合に

おいて、国民保護措置と防災のための措置との間で相互に応用が可能な項目につ

いては、国民保護訓練と防災訓練の有機的な連携に配慮する。 

○消防庁は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態における地方公共団体との連携が円

滑かつ適切に図れるよう、地方公共団体と共同して国民保護訓練を実施する。 
 

  ３ 住民に対する情報伝達訓練の実施 

○消防庁は、内閣官房及び地方公共団体と共同して、武力攻撃事態等において、Ｊ

－ＡＬＥＲＴ、防災行政無線等を用いて確実かつ迅速に住民に情報伝達が行われ

るよう、情報伝達訓練を実施する。 
 

 

第７節 物資及び資材の備蓄 

○消防庁は、武力攻撃事態等に備えて、防災のための備蓄も活用し、平素から職員の

ための飲料水、食料及び応急医薬品等の生活必需品の備蓄に努めるとともに、消火

及び救急救助資機材など応急対策に必要な物資及び資機材を確保し、その管理する

施設及び設備について整備し、又は点検する。 

○消防庁は、ＮＢＣ災害に対処するために特別に必要となる防毒マスク等の資機材を

確保するとともに、現地に派遣される職員の安全確保のために必要な資機材を整備

する。 

 

第８節 国民保護に関する教育及び啓発 

１ 国民保護に関する教育 

(1) 消防庁職員に対する教育 

○消防庁は、消防庁職員個々の対応力の向上を図るため、職員に対する国民保

護に関する定期的な研修及び訓練を行い、また新たに消防庁職員になった者

に対し初任者研修を実施することにより、消防庁の応急体制の周知徹底を図
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り、武力攻撃事態等に際しての宿日直時の対応や参集など万全な応急体制を

確立する。 

○消防庁は、研修等の実施に当たっては、危機管理の有識者等を講師に招くなど

外部の人材についても積極的に活用する等により、幹部職員をはじめ職員個々

の危機管理に関する能力の向上を図る。 

(2) 地方公共団体の長及び職員に対する教育 

○消防庁は、消防大学校において、国民保護に関する教育を充実するともに、特

別高度救助隊等の消防職員の養成、緊急消防援助隊の増強に伴う教育の充実、

ＮＢＣ災害に対処するための高度な消防技術の教育等を行う。 

○消防庁は、危機管理ラボの実施や消防大学校等の様々な研修機会を活用し、地

方公共団体の長や職員に対する国民保護に関する教育を行うとともに、啓発資

料の作成や自治大学校、市町村職員中央研修所、地方公共団体等が開催する研

修会等に消防庁職員を派遣する等の支援を行う。 

(3) 消防学校における教育 

○消防庁は、消防職団員の知識及び技術の向上を図るため、必要な助言及び支援

を行うとともに、消防学校に対し国民保護に関する教育訓練が適切に実施され

るよう必要な助言を行う。 

(4) ｅ－カレッジによる教育 

○消防庁は、消防防災関係一般職員や市町村の消防職団員をはじめとした地方公

共団体の職員、自主防災組織、災害ボランティア等を対象としてインターネッ

トを通じて学習できる「ｅ－カレッジ」において、国民保護に関するコンテン

ツの整備・充実を図る。 

 

２ 国民に対する啓発の支援 

○消防庁は、地方公共団体と連携しつつ、国民に対し、武力攻撃事態等において避

難住民の誘導、負傷者の搬送等に関して国民の自発的な協力が得られるよう、平

素から国民保護措置の重要性や具体的内容について国民の理解を深めるよう啓

発に努める。 

○消防庁は、地方公共団体と連携しつつ、自主防災組織による国民保護措置に関す

る自発的な協力が得られるよう、自主防災組織の活動の核となるリーダーに対し

て実施する研修等を通じて自主防災組織の活性化を推進し、その充実を図るとと

もに、国民保護措置についての訓練の実施を促進する。 

○消防庁は、各事業者等による国民保護措置に関する自発的な協力が得られるよ

う、必要な啓発体制の確立や訓練の実施を支援する。 

○消防庁は、ボランティアについて、武力攻撃事態等においてその活動が円滑に実

施されるよう、ボランティア関係団体に支援を行い、その活動の環境を整備する。 

 

３ 特殊標章等に関する平素の備え 

(1) 職員に対する周知 

○消防庁は、職員に対し、特殊標章等の使用及び管理等についてあらかじめ周知
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をする。 

(2) 地方公共団体及び消防機関に対する助言 

○消防庁は、地方公共団体及び消防機関における特殊標章等の交付及び使用の許

可に関し必要な助言を行う。 

 

４ 国民保護に関する調査・研究 

○消防庁は、あらゆる武力攻撃事態を想定し、武力攻撃災害を防除・軽減するため

の調査研究を進める。 

 

第３章 武力攻撃事態等への対処 

 

第１節 事態認定前における対応 

１ 武力攻撃に関する情報の収集・伝達 

(1) 内閣官房等から武力攻撃に関する情報を入手した場合の対応 

○消防庁は、内閣官房等から武力攻撃に関する情報を入手した場合には、直ちに

別に定める関係職員に連絡するとともに、必要に応じ、地方公共団体に対し、

情報提供を行う。 

(2) 地方公共団体から武力攻撃に関する情報を入手した場合の対応 

○消防庁は、武力攻撃に関する情報を都道府県若しくは市町村から受理し又は自

ら知ったときは、別に定めるところにより、直ちに関係職員や内閣官房等関係

機関に連絡し、必要に応じ地方公共団体に対し情報提供を行うとともに、関係

都道府県に対し、さらに情報を収集し適切な応急措置を実施するよう連絡す

る。 

 

２ 消防庁情報連絡室の設置 

(1）消防庁情報連絡室の設置 

○消防庁は、武力攻撃等の兆候に関する情報を入手した場合において、官邸危機管

理センターの対応状況も踏まえ、消防庁情報連絡室を設置する。 

○消防庁は、官邸危機管理センターの対応状況を踏まえ、都道府県に対し消防庁情

報連絡室を設置した旨を連絡する。 

(2) 消防庁情報連絡室の組織及び運営 

○消防庁情報連絡室は、別に定める基準により、国民保護室等職員又は関係消防庁

職員において組織・運営する。  

○消防庁情報連絡室は、内閣情報集約センター等関係機関や関係都道府県との情

報収集及び提供を行うとともに、総務大臣及び関係職員に対し情報提供を行

う。また、事態に応じて消防の応援に関する準備等を行う。 

 

３ 消防庁緊急事態連絡室の設置 
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(1）消防庁緊急事態連絡室の設置 

○消防庁は、事態認定がなされていない場合において、都道府県から緊急事態連

絡室等の設置及び事案の発生の連絡を受けた場合、関係機関からの情報により

武力攻撃等の生起の可能性が高いと判断される場合や、発生した災害の状況が

不明であり武力攻撃への発展の可能性があると判断される場合等において、長

官が必要と認めるときは、消防庁緊急事態連絡室を設置する。この場合において

は、直ちに官邸危機管理センターに関連の情報を報告するとともに、警察庁、海

上保安庁、防衛省等の関係省庁との連携協力体制を強化する。 

○消防庁は、内閣官房と調整の上、消防庁緊急事態連絡室を設置した旨を公表する

とともに、都道府県に対し設置した旨の連絡を行う。また、その際は、関係省庁

と連携協力しつつ、都道府県に対し、警戒の強化を促す等所要の措置を講ずるよ

う助言する。 

○消防庁緊急事態連絡室は、内閣情報集約センター等の関係機関や関係都道府県

との間における情報収集及び提供を行うとともに、総務大臣及び関係職員に対

する情報提供を行う。また、事態に応じて地方公共団体及び関係機関により講

じられる消防法、災害対策基本法等に基づく避難の指示、警戒区域の設定、救

急救助等の応急措置についての情報の収集・分析、地方公共団体に対する被害

を最小化するための助言及び消防の応援に関する調整等を行う。 

(2）消防庁職員の招集及び参集 

○長官は、消防庁緊急事態連絡室を設置したときは、全職員を招集する。 

○消防庁職員は、招集を受けたとき又は消防庁緊急事態連絡室の設置基準に該当

すると認められる武力攻撃災害の発生を覚知したときは、最も迅速かつ確実な

手段を用いて速やかに参集する。 

○その他、職員の招集及び参集に関し必要な事項は、別に定める。 

(3）消防庁緊急事態連絡室の組織 

○消防庁緊急事態連絡室の体制は、消防庁国民保護対策本部（以下「消防庁対策

本部」という。）に準じる。 

(4) 消防庁国民保護対策本部に移行する場合の調整 

○消防庁緊急事態連絡室を設置した後に政府において事態認定が行われた場合に

は、直ちに消防庁国民保護対策本部を設置して新たな体制に移行するとともに、

消防庁緊急事態連絡室は廃止する。なお、災害対策基本法に基づく消防庁災害

対策本部等が設置されていた場合における消防庁国民保護対策本部への移行に

ついても消防庁緊急事態連絡室の場合と同様とする。 

 

４ 関係機関との連携 

(1) 官邸危機管理センター等への参集 

○消防庁は、緊急参集チームへの招集があった場合は、消防庁次長（以下「 次

長」という。）を、直ちに官邸危機管理センター等に参集させる。この場合に
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おいて、次長の参集が困難なときは、あらかじめ指定した職員が官邸危機管理

センター等に参集する。 

(2) 事態対処専門委員会への参集 

○内閣官房から事態対処専門委員会の開催の連絡があったときは、次長は、直ち

に指定された場所へ参集する。 

(3) 国家安全保障会議に係る調整 

○内閣官房から、国家安全保障会議の開催の連絡があったときは、消防庁は、総

務大臣の出席に係る調整を行う。 

(4) 関係省庁との連携 

○消防庁は、情報の共有等を図るため、総務省国民保護対策本部に参画するなど、

関係省庁と緊密な連携を図る。 

  

第２節  消防庁国民保護対策本部の設置等 

１ 消防庁国民保護対策本部の設置 

(1) 消防庁国民保護対策本部の設置 

○長官は、武力攻撃事態等が認定されたときは、消防庁に長官を本部長とする消

防庁国民保護対策本部を設置し全職員を招集する。 

○本部長の職務代理については、別に定める。 

(2) 現地における応急体制 

① 先遣チームの派遣 

○長官は、被災地において、災害情報等の収集・伝達を迅速かつ円滑に行うた

めに必要があると認めるときは、職員を指定し先遣チームとして派遣する。 

○先遣チームは、被災地方公共団体において、消防庁との連絡調整や必要な助

言等を行う。 

② 政府対策本部への職員の派遣 

○政府の武力攻撃事態等対策本部（以下「政府対策本部」という。）又は武力

攻撃事態等現地対策本部（以下「現地対策本部」という。）が設置されたと

きは、長官は、あらかじめ指定した職員を派遣する。 

○武力攻撃原子力災害において、現地対策本部に武力攻撃原子力災害合同対策

協議会が組織された場合は、長官は、あらかじめ指定した職員を派遣する。 

③ 消防庁現地連絡調整本部又は消防庁国民保護現地対策本部の設置 

○長官は、継続して被災地との情報連絡体制を維持する必要があると認める場

合には、現地連絡調整本部を設置する。また、被災地との連絡、被災地にお

ける災害応急対策の推進等のため特に必要があると認める場合には、消防庁

国民保護現地対策本部（以下「消防庁現地対策本部」という。）を設置する。 

○現地連絡調整本部又は消防庁現地対策本部を設置したときは、長官は、原則

先遣チームとして派遣された職員を現地連絡調整本部又は消防庁現地対策

本部の職員に充てる。 

(3) 消防庁対策本部及び現地における応急体制の組織及び運営 

○消防庁対策本部及び消防庁現地対策本部並びに現地連絡調整本部の組織及び
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運営に関し必要な事項は、別に定める。 

(4) 消防庁本庁舎が被災した時の対応 

○長官は、消防庁本庁舎が被災し、災害応急対策の実施等に支障が生じ、又は支

障が生じるおそれがあると認める場合には、消防庁対策本部を消防大学校に設

置し、又はその機能の一部を消防大学校に移転する。 

 

２ 地方公共団体との連絡体制 

(1) 被災情報等の収集・伝達 

① 地方公共団体への情報伝達 

○消防庁は、適切な国民保護措置に資するため、政府対策本部等から収集した

武力攻撃災害に関する情報や関係機関による国民保護措置に関する情報等

について、地方公共団体に対し速やかに情報を伝達する。 

② 通信手段の効果的運用と強化 

○消防庁は、被災情報等の収集・伝達の実施に当たっては、消防防災無線、地

域衛星通信ネットワーク、災害時優先電話等あらゆる通信手段を効果的に運

用するとともに、必要に応じ通信設備及び通信回線の増強を行う。 

○消防庁は、通信施設等が被災した場合には、直ちに応急復旧を行うとともに、

直ちにその状況を総務省に連絡し、必要がある場合には消防大学校の通信施

設の活用を図る。 

(2) 情報の分析 

○消防庁は、収集した情報により国民保護措置の円滑かつ効果的な実施を図るた

めの分析を行うともに、被災地方公共団体及び応援を行う被災地以外の地方公

共団体に対し助言を行う。 

(3) 国民保護対策本部を設置すべき都道府県及び市町村への通知等 

○政府対策本部長から、国民保護対策本部を設置すべき都道府県及び市町村の指

定又は指定の解除（以下「指定等」という。）の通知があったときは、消防庁

は、指定等を受けた都道府県知事に総務大臣名により通知するとともに、都道

府県知事を通じて、指定等を受けた市町村長に通知する。また、当該都道府県

及び市町村が国民保護対策本部の設置その他所要の体制を整備したかどうか

について確認を行う。 

○通知等の手順については、別紙のとおりとする。 

      

３ 消防庁対策本部における広報広聴体制 

○消防庁は、武力攻撃事態等において、記者会見、ホームページ等により、国民に

情報提供を行うなど、消防庁対策本部における必要な広報広聴を実施する。 

 

第３節 関係機関との連携 

１ 対策本部との連絡体制 

○消防庁は、政府対策本部等に派遣した職員（政府対策本部の事務局職員等）を通

じ、各種の調整や情報共有等を行う。 
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○政府対策本部等に派遣された職員は、消防庁対策本部と連携し、その活動状況や

被災した地方公共団体の情報や要請を伝達するなど、必要な調整を図る。 

○自衛隊や米軍の行動と国民保護措置の実施について道路、港湾施設、飛行場施設

等における利用が競合する場合において、地方公共団体から現場の状況の報告を

受けたときは、消防庁は、武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関す

る法律（平成十六年六月十八日法律第百十四号）に基づく特定公共施設等の利用

指針の作成に資するよう、対策本部長に報告することとする。また、自衛隊施設、

米軍施設等の周辺地域における住民の避難について、必要に応じ、対策本部と地

方公共団体との連絡調整を行う。 

 

２ 関係省庁との連絡体制 

○消防庁は、政府対策本部に派遣した職員を活用することなどにより、内閣官房、

警察庁、外務省、内閣府、国土交通省、海上保安庁、防衛省等の関係省庁と各種

の調整、情報共有等を行うことなど密接な連携を図る。 

 

３ 地方公共団体との連携 

(1) 地方公共団体への職員派遣 

○長官は、都道府県知事から国民保護措置の実施のため必要があるとして職員の

派遣の要請を受けたときは、その要請の趣旨を勘案し、職員の派遣を行う。 

○消防庁は、指定行政機関の長に対する都道府県知事からの要請に対し職員の派

遣が行われない場合に、派遣の必要性などを総合的に勘案し、必要に応じ、総

務大臣名によりあっせんを行う。 

(2) 都道府県からの措置要請 

○長官は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があるとして、都道

府県知事から消防庁の所掌事務に係る国民保護措置の実施や都道府県対策本

部長から政府対策本部長による総合調整に関し必要な要請を受けたときは、そ

の要請の趣旨を踏まえ、適切な措置を講ずる。 

 

第４節 住民の避難に関する措置 

１ 警報の通知等 

(1) 警報の発令 

○消防庁は、政府対策本部が迅速な警報の発令を行うため必要な緊急通報の発令

その他の武力攻撃の兆候等に係る情報を都道府県を通じて収集し、政府対策本

部に報告する。 

（2）警報の通知等 

○消防庁は、政府対策本部長が発令した警報が通知及び解除された場合には、直

ちにその内容を総務大臣名により都道府県知事に通知する。 

○消防庁は、Ｊ－ＡＬＥＲＴが整備されている地方公共団体に対し、必要に応じ、

政府対策本部と連携し、Ｊ－ＡＬＥＲＴを用い、直ちに同報系の市町村防災行

政無線等によりサイレンを吹鳴するなど、警報の内容等を瞬時に伝達する。 
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また、警報の解除についても、警報発令時の処置に準ずる。 

 

２ 避難措置の指示 

(1) 政府対策本部の行う避難措置の指示 

○消防庁は、政府対策本部が地域性を考慮した的確な避難措置の指示を行うため

に必要な被災情報等を収集し、政府対策本部に報告する。 

(2) 避難措置の指示の通知 

○消防庁は、警報の通知に準じて、直ちに、都道府県知事に対し避難措置の指示

及び解除を総務大臣名により通知する。 

 

 

  ３ 避難における広域的な調整 

(1) 消防庁の行う広域的な調整 

○消防庁は、都道府県の区域を越える避難等、広域的な調整が必要な場合には、

要避難地域の都道府県と避難先地域の都道府県及び避難の経路となる都道府

県との間で行われる避難住民の受入れ等の協議が円滑に行われるよう、必要な

調整を行う。 

○消防庁は、必要と認める場合には、受入れの方法等住民の避難に関して、関係

都道府県知事に対し、総務大臣名により勧告を行い、関係都道府県知事に対し

避難住民の受入れを円滑に実施するよう促す。また、当該避難についての内閣

総理大臣の指揮を受けた場合は、その指揮に従い、必要な措置を講じる。 

(2) 都道府県に対する支援 

○消防庁は、地方公共団体が行う政府対策本部長に対する避難の実施に関する総

合調整の要請があった場合は、その内容を速やかに政府対策本部に伝達する。 

○消防庁は、適切な避難の実施のため、都道府県への避難経路の情報提供や消防

庁が保有するヘリコプター及び緊急消防援助隊の運用を通じて、避難経路及び

避難手段の確保に努める。 

 

第５節 避難住民等の救援に関する措置等 

１ 救援の措置の実施に対する支援 

○消防庁は、被災地及び避難先地域の地方公共団体の救援の措置の実施状況等に関

する情報を収集するとともに、都道府県知事から下記の支援を求められたとき

は、必要な支援を行う。 

(1) 救助・救急活動の支援等 

○消防庁は、人命救助の万全を図るため、救助・救急業務の適切な実施について

応援、助言する。また、救助・救急活動に係る応援の円滑な実施を図るため地

方公共団体と緊密な連絡調整を行うとともに、救助・救急活動の効果的な実施

に必要があるときは、必要に応じ、被災地及び避難先地域以外の地方公共団体

及び関係省庁等との連絡調整を行う。 

(2) 緊急運送対策の実施 
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○消防庁は、緊急物資の運送等の円滑な実施のため必要があるときは、関係省庁

等と所要の連絡調整を行う。 

(3) 救援物資の受入れ等 

○消防庁は、被災地及び避難先地域における物資等の需要等について、被災地等

への派遣職員や関係省庁等から情報収集するとともに、その情報についての広

報を実施する。 

○消防庁は、被災地又は避難先地域以外の地方公共団体、関係機関等に対しその

内容を周知するとともに、国民及び民間企業等からの救援物資に係る問い合わ

せ及び支援の申し出等に対して適切に対応するよう依頼する。 

(4) 海外からの支援の受入れ 

○消防庁は、政府対策本部において海外からの支援の受入れが決定され、その受

入計画が示された場合には、当該受入計画及び事前に策定した消防庁における

対応方針に基づき、関係地方公共団体及び関係省庁と連携しながら円滑に受入

れを行う。 

 

２ 安否情報の収集及び提供     

(1) 安否情報の連絡体制 

○消防庁は、消防庁対策本部設置後、速やかに、都道府県知事に対し、安否情報

の報告時期等について連絡する。 

(2) 安否情報の収集及び提供 

○消防庁は、総務省と連携しつつ、安否情報システムを適切に運用するとともに

その充実に努め、効率的かつ安定的な安否情報の収集及び提供を図る。 

○消防庁は、「武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安

否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令」（以下「安否

情報省令」という。）により報告を受けた安否情報について、地方公共団体を

連携し、安否情報の収集対象者の重複を排除し、回答しやすいように整理する。 

○消防庁は、武力攻撃事態等や武力攻撃災害等の状況を踏まえ、他の国民保護措

置の実施状況を勘案し、その緊急性や必要性を踏まえて安否情報の回答を行

う。 

○消防庁は、安否情報の照会があったときは、個人情報の保護に十分な配慮を行

いつつ、安否情報省令で定めるところにより、当該照会に係る者に関する安否

情報を、原則として書面で、総務大臣名により回答するものとする。 

○消防庁は、外国人に関する安否情報について指定公共機関（日本赤十字社）か

ら協力依頼があったときは、安否情報の提供等必要な協力をするものとする。 

 

第６節 武力攻撃災害への対処に関する措置 

１ 長官の指示 

(1) 武力攻撃災害を防御するための消防に関する指示 

① 都道府県知事に対する指示 

○長官は、武力攻撃災害を防御するための消火活動及び救助・救急活動が的確

かつ迅速に講じられるようにするため特に必要があると認めるときは、都道
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府県知事に対し、当該消火活動及び救助・救急活動について指示する。 

② 市町村長に対する指示 

○長官は、消火活動及び救助・救急活動のために特に緊急を要し、都道府県知

事から市町村長への指示を待ついとまがない場合で、消火活動及び救助・救

急活動を緊急にとる必要があるときは、市町村長に対し、消火活動及び救助

・救急活動を行うことを指示する。 

(2) 消防の応援等に関する指示 

①  都道府県知事に対する指示 

ア  都道府県知事から要請がある場合 

○長官は、武力攻撃災害が発生した市町村（武力攻撃災害がまさに発生しよ

うとしている市町村を含む。以下「被災市町村」という。）の消防の応援

等に関し、被災市町村の属する都道府県の知事から要請があり、必要があ

ると認めるときは、他の都道府県知事に対し、被災市町村の消防の応援等

に必要な措置をとることを指示する。 

イ  都道府県知事からの要請を待ついとまがないと認める場合 

○武力攻撃災害の規模等に照らし緊急を要し、上記アの要請を待ついとまが

ないと認められるときは、長官は、当該要請を待たないで、他の都道府県

知事に対し、被災市町村の消防の応援等のために必要な措置をとることを

指示する。 

○長官は、被災市町村の属する都道府県の知事に対し、速やかに、その旨を

通知する。 

②  市町村長の応援出動等の措置に関する指示 

○上記①の場合において、人命の救助等のために特に緊急を要し、かつ、広域

的に消防機関の職員の応援出動等の措置を的確かつ迅速に講ずる必要があ

ると認められるときは、長官は、被災市町村以外の市町村長に対し、消火活

動及び救助・救急活動の応援等のため緊急消防援助隊の派遣等の応援出動の

措置を講じるよう指示する。 

○長官は、アの場合にあっては当該応援出動等の措置を講ずべきことを指示し

た市町村の属する都道府県の知事に対し、イの場合にあっては当該都道府県

の知事及び当該被災市町村の属する都道府県の知事に対し、速やかに、その

旨を通知する。 

③  消防の支援に関する指示 

○長官は、上記①及び②の場合において、緊急消防援助隊の出動のほか、武力

攻撃災害等の状況に応じ、都道府県知事及び市町村長に対し、必要な資機材

や設備の供与及び技術支援等のための指示を行う。 

(3) 緊急消防援助隊の出動 

○長官は、上記（２）の場合において、緊急消防援助隊の出動が必要と認めると

きは、緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計

画及び緊急消防援助隊運用要綱（以下「緊急消防援助隊編成計画等」という。）

により、出動を指示する。 
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○長官は、緊急消防援助隊以外の必要な消防部隊の出動についても、緊急消防援

助隊編成計画等を準用し、指示する。 

(4) 広域航空消防応援 

○長官は、上記（２）の場合において、消防防災ヘリコプターによる応援が必要

と認めるときは、必要な措置を講じる。 

(5) 消防等に関する安全の確保 

○長官は、消防の応援等の指示を行う場合は、武力攻撃が発生し、又は、まさに

発生しようとしている地域において活動することがないよう、当該地域を管轄

する地方公共団体に徹底を図るとともに、出動する隊に対し、武力攻撃の状況

及び予測、武力攻撃災害の状況、災害の種別、防護可能な資機材、設備、薬剤

等に関する情報の提供及び支援を行う。また、この場合の指示は、都道府県、

市町村等の資機材の保有状況等を考慮し、その能力を超えた内容とならないよ

うに配慮する。 

○長官は、指示後においても引続き必要と認められる情報の収集及び提供を行う

など安全確保措置に努める。 

 

２ 生活関連等施設の管理者に対する安全確保措置の要請等 

(1) 安全確保措置の要請 

○長官は、武力攻撃災害の発生又はその拡大を防止するため、危険が切迫してい

る場合や、緊急に広域的な対処が必要となる場合など生活関連等施設の安全の

確保が緊急に必要であると認めるときは、関係機関の意見を聴いて、消防庁の

所管する生活関連等施設の管理者に対し、安全確保措置を講じるよう要請を行

う。この場合、当該要請を行ったときは、その旨を当該生活関連等施設の所在

する都道府県の知事に通知する。 

(2) 被害の拡大防止のための措置 

○消防庁は、所管する生活関連等施設に係る武力攻撃災害が発生したときは、当

該施設の管理者に対する指導、助言、資機材の提供、職員の派遣、関係機関へ

の連絡など被害の拡大防止のための措置を的確かつ迅速に講じる。 

(3) 内閣総理大臣による措置 

○内閣総理大臣が対処基本方針に基づき生活関連等施設及びその周辺の地域の

安全を確保するため関係大臣を指揮し、安全確保措置を講じさせる場合におい

て、消防庁は、危険の防除、周辺住民の避難等のために必要な措置を講じる。

その際、必要に応じ消防機関、警察庁、海上保安庁、防衛省等の関係機関と連

絡調整を行う。 

(4) 支援の求めへの対応 

○消防庁は、所管する生活関連等施設の安全の確保のため必要な支援の求めがあ

ったときは、指導、助言、連絡体制の強化、資機材の提供、職員の派遣など必

要な支援を行う。 

(5) 消防庁が管理する生活関連等施設の安全確保措置等 

○消防庁は、武力攻撃災害が発生した場合等において、速やかに、消防大学校等
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その管理に係る生活関連等施設の安全確保措置を講じる。 

 

３ 危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止 

(1) 災害の発生を防止するための必要な措置 

○長官は、消防法第２条第７項の危険物（同法第９条の４の指定数量以上のもの

に限る。）に係る武力攻撃災害の発生を防止するため必要があると認めるとき

は、地方公共団体を通じ、危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防止するた

め当該危険物質等の占有者、所有者、管理者その他の危険物質等を取り扱う者

（以下「危険物質等の取扱者」という。）に対して危険物質等の取扱所の警備

の強化の要請を行う。 

(2) 移送取扱所に対する命令 

○長官は、２以上の都道府県の区域にわたって設置される移送取扱所（消防法第

１１条第１項第４号括弧書きの移送取扱所をいう。）において取り扱う危険物

質等に係る武力攻撃災害の発生を防止するため緊急の必要があると認めると

きは、危険物質等の取扱者に対し、危険物質等の製造等の一時禁止又は制限等

の措置のうち必要な措置を講じるよう命令を行う。 

○長官は、危険物質等の製造等の一時禁止又は制限等の措置を講じるべきことを

命じるため必要があると認めるときは、危険物質等の取扱者に対し、危険物質

等の管理の状況について報告を求める。 

○上記（１）及び（２）に定める事項は、危険物質等に係る武力攻撃災害が発生

した場合において、これを防除し、及び軽減するときについて準用する。 

 

４ 放射性物質等による汚染の拡大の防止のための対処 

○ＮＢＣ災害が発生し、内閣総理大臣が対処基本方針に基づき、関係大臣を指揮し

て汚染の拡大を防止するために措置を講じる場合において、長官は、被災者の救

助・救急活動、汚染の原因となる物質の撤去、汚染の除去等のための必要な措置

を講じる。その際、必要に応じ消防機関、警察庁、海上保安庁、防衛省等の関係

機関と連絡調整を行う。 

 

５ 消防職団員の安全確保 

○消防庁は、消防機関が実施する国民保護措置について、その内容に応じ、武力攻

撃の状況その他必要な情報の提供を行うほか、緊急時の連絡及び応援の体制を確

立すること等により、国民保護措置に従事する消防職団員の安全の確保に十分配

慮する。 

 

６ 被災情報の収集等 

(1) 被災情報の収集 

○消防庁は、被災情報の収集に当たっては、火災・災害等即報要領（昭和５９年

１０月１５日消防災第２６７号消防庁長官通知）に基づき地方公共団体及び消

防機関から報告を求めるとともに、自らも様々な手段を活用し、収集を行う。 
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○消防庁は、新たに重大な被害が発生した場合など長官が必要と判断した場合に

ついては、直ちに都道府県に被災情報の報告を求める。 

○この場合、消防庁は、関係機関と相互に情報交換等の協力を行う。 

(2) 被災情報の報告 

○消防庁は、収集した被災情報を速やかに総務大臣名により政府対策本部長へ報

告する。 

 

第７節 特殊標章等の交付及び管理 

○長官は、赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドラインに基

づき、別に定める交付要綱により、以下のとおり、特殊標章等を交付し、又は使用

させる。 

(1) 交付等の対象者 

・消防庁の職員で国民保護措置に係る職務を行う者 

・長官の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・長官が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力する者 

(2) 特殊標章の様式等 

①  特殊標章 

・法第１５８条第１項の特殊標章（オレンジ色地に青の正三角形） 

②  身分証明書 

・法第１５８条第１項の身分証明書（様式のひな型は下記のとおり） 

③  識別対象 

・国民保護関係者 

・国民保護措置に係る職務等のために使用される場所、車両、船舶、航空機等 

 

 

 

 

 

 

 

    （オレンジ色地に青の正三角形） 

                    （国民保護措置に係る職務等を行う者用の 

                        身分証明書のひな型） 

 

第４章 復旧等 

 

１ 消防庁が管理する施設・設備の復旧等 

○消防庁は、その管理する施設・設備等が武力攻撃等により被害を受けた場合、安全

の確保を配慮した上で、緊急点検を実施し、その被害状況を迅速に把握するととも

に、その機能の公共性等を勘案し、必要に応じて可能な限り速やかにその機能の暫
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定的な回復の措置等を実施する。 

○消防庁は、その管理する施設が武力攻撃等により被害を受けた場合は、その被害状

況等を迅速に把握するとともに、関係省庁と連携し、迅速かつ的確な災害復旧を実

施する。 

 

２ 地方公共団体等への復旧等にかかる助言等 

○消防庁は、地方公共団体の防災施設をはじめとする各関係施設の被災状況を迅速に

把握するとともに、これらの緊急性を勘案しつつ、当該地方公共団体に対して速や

かに応急復旧を行い、又は代替機能の確保等を図るよう助言及び支援する。 

○消防庁は、施設等の応急復旧のための被災地以外の地方公共団体からの人的支援、

物資等の支援について、関係省庁等と連携を図りつつ、必要な連絡調整を行う。 

○消防庁は、地方公共団体が武力攻撃災害の被害を受けた防災施設をはじめとする 

各関係施設の災害復旧については、国の基本的方針に基づき、適切に実施されるよ

う助言及び支援する。 

   

第５章 緊急対処事態における消防庁の対処 

 

第１節 緊急対処事態対策本部における消防庁の対処 

○緊急対処事態対処方針が定められ、緊急対処事態対策本部が設置されたときは、消

防庁は、消防庁緊急対処事態対策本部を設置し、その所掌事務に係る緊急対処保護

措置を実施する。 

○消防庁緊急対処事態対策本部の体制については、消防庁対策本部の体制に準じて別

に定める。 

○緊急対処事態については、原則として、武力攻撃事態等におけるゲリラや特殊部隊

による攻撃等と類似の事態が想定されるため、緊急対処事態への対処については、

武力攻撃事態等への対処に準じて行う。 

○長官は、政府対策本部長が決定する警報の通知・伝達の対象となる地域の範囲に応

じて警報の内容を通知・伝達するものとし、警報の解除についてもこれに準じて行

う。 

 

第２節 緊急対処事態に関する調査研究 

○消防庁は、緊急対処事態の対処のあり方については、政府内の検討と併せて、調査

研究を行う。 
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